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商 工 費 

 

 

商工費の支出済額は、556,507,929円で、対前年度比207,346,799円、27.14パーセントの減で、歳出

総額に対する構成比は1.04パーセントです。 

  

７

款 

商

工

費 



 - 198 - 

７款 １項 ２目 商工振興費 

商工業振興事業 

  （商業観光課） 決算事項別明細書 257 ページ 

 

＜目的＞ 
 商工業の活性化と持続的な発展を目的に、関係団体を支援するとともに、各種施策を実施します。 
 
＜内容＞ 
地域経済の発展と地域全般の福祉の増進を目的に設立されている商工会議所と地域の商店街が実施す

る事業について補助するとともに、店舗等のリフォーム費用の一部を補助することにより、商工業の振
興を図ります。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 狭山商工会議所に対する助成 
中小企業者の体質強化を図る商工業振興施策を総合的に推進するため、狭山商工会議所に対し、

12,700,000円の補助金を交付しました。これにより集団指導・個別指導・巡回指導・窓口相談・金融
あっせん等の経営指導を促進するとともに、一般事業として青年部や女性会の活動を支援しました。 

 
２ 商工祭 
  商工業の振興を図るために実施している商工祭を、狭山市駅西口市民広場周辺を会場に開催しまし
た。 

  来場者数 約10,000人 
  出 店 者 36（商業者26、工業者4、その他6） 
 
３ 店舗・住宅リフォームの補助 

市内施工業者を利用し店舗や住宅のリフォームを行った者に対して、店舗上限300,000円・住宅上
限100,000円を補助しました。 
利用件数  90 件 補助金額 6,424,000 円 

  

予 算 現 額 22,412,000 円 決 算 額 22,144,076 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 267,924 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 21,743,538 円 地 方 債  

増 減 額 400,538 円 そ の 他  

増 減 率 1.84% 一 般 財 源 22,144,076 円 
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７款 １項 ２目 商工振興費 

企業立地促進事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 257 ページ 

 

＜目的＞ 
 企業立地を促進し、産業の振興及び雇用の拡大を図り、地域経済の発展と市民生活の向上に寄与します。 
 
＜内容＞ 
 市内への立地を希望する企業に対して、立地に関する手続きの支援や既存企業が抱える課題に関する
相談・支援を行います。また、企業立地奨励金等交付要綱に基づき、市内立地した事業所に対する奨励
金交付を通して、企業の新規立地や既存施設の拡張を支援します。 
 
＜実績・成果等＞  

区     分 該  当  数 金  額 

企 業 立 地 奨 励 金  9 件 52,531,800 円 

       

そ
の
他
の
助
成
金 

雇 用 促 進 助 成 金 10 人 2,000,000 

正 規 従 業 員 雇 用 促 進 助 成 金 3 900,000 

障 害 者 雇 用 促 進 助 成 金 1 100,000 

女 性 雇 用 促 進 助 成 金 1 100,000 

社 会 進 出 応 援 助 成 金 0 0 

環 境 保 全 施 設 設 置 助 成 金 1 件 3,000,000 

水 道 利 用 加 入 助 成 金 1 297,000 

埋 蔵 文 化 財 発 掘 調 査 助 成 金 0 0       

合 計 交 付 額 ― 58,928,800 

  

 

  

予 算 現 額 59,826,000 円 決 算 額 59,214,155 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 611,845 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 39,318,812 円 地 方 債  

増 減 額 19,895,343 円 そ の 他  

増 減 率 50.60% 一 般 財 源 59,214,155 円 
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７款 １項 ２目 商工振興費 

インキュベーションセンター管理事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 257 ページ 

 

＜目的＞ 
 地域経済の活性化を図るため、狭山市地域新事業創出基盤施設（さやまインキュベーションセンター21）
において、新産業の創造や新製品の開発に取り組む起業家等を支援・育成します。 
 
＜内容＞ 
 指定管理者制度を活用し、さやまインキュベーションセンター21にインキュベーションマネージャー
を配置し、入居者の相談に適宜応じるとともに、入居者支援会議を定期的に開催し、課題解決に向けた
調整・支援を行います。また、退去後のフォローアップも行い、新事業・新商品の創出の促進を図りま
す。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 入居率  部屋数     8 部屋×12カ月＝延べ 96部屋 

年間利用部屋数 延べ 73部屋 

利用率     76.0 パーセント 

 

２ 事業実績 

(1) 入居者相談・指導回数            10 回 

(2) 入居審査件数                   3 件 

(3) 入居審査件数（更新）           2 件 

(4) セミナー・研究発表会・展示会参加件数  10 回 

(5) 研究開発・試作品開発中          6 者 

 

  

予 算 現 額 7,600,000 円 決 算 額 7,400,000 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 200,000 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 11,199,846 円 地 方 債  

増 減 額 △3,799,846 円 そ の 他 3,155,100 円 

増 減 率 △ 33.93% 一 般 財 源 4,244,900 円 
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７款 １項 ２目 商工振興費 

中小企業制度融資あっせん事業 

  （商業観光課） 決算事項別明細書 257 ページ 

 

＜目的＞ 
 市内中小事業者の成長や経営安定化を図るため、融資あっせんを行います。 
 
＜内容＞ 
 市内金融機関に対して預託を行い、より低利で借りやすい制度融資の普及・あっせんに努めます。ま
た、利子助成制度や保証料補助制度を活用し、中小企業者の経営や資金繰りの安定化を進めます。中小
企業向けの制度融資の種類としては、その目的に応じ、近代化資金・商工業開発資金・小口資金・緊急
特別資金・認証等取得資金があります。 
 
＜実績・成果等＞  
  狭山市中小企業制度融資 

区 分 貸 付 件 数 金    額 

近 代 化 資 金 融 資 1 件 25,000,000 円 

商 工 業 開 発 資 金 融 資 1   6,700,000   

一 般 小 口 融 資 24   101,100,000   

特 別 小 口 融 資 1   20,000,000   

緊 急 特 別 資 金 融 資 0   0   

認 証 等 取 得 資 金 融 資 0   0   

合 計 27   152,800,000   

 

セーフティネット保証制度  

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

認定件数 23 件 1,193 件 63 件 109 件 192 件 

 

 

 

予 算 現 額 357,198,000 円 決 算 額 236,500,295 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 120,697,705 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 245,761,543 円 地 方 債  

増 減 額 △9,261,248 円 そ の 他  

増 減 率 △ 3.77% 一 般 財 源 236,500,295 円 
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７款 １項 ２目 商工振興費 

産業労働センター管理事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 259 ページ 

 

＜目的＞ 
 狭山市産業労働センターを拠点として、企業間連携等の促進や中小企業等の相談支援を行い、就労支
援・勤労者福祉を推進するとともに、産業観光情報の提供等を行うことで、地域経済の活性化と市民福祉
の向上を図ります。 
 
＜内容＞ 
 指定管理者制度を活用し、産業労働センター内の多目的スペース・異業種交流スペース・産業･観光情
報サテライト・狭山市ビジネスサポートセンター・若者サポートステーションを運営するとともに、施
設内に入居する、狭山市ふるさとハローワーク・一般財団法人狭山市勤労者福祉サービスセンターを活
用することで、企業の経営者や従業員、求職者に対する各種サービスの提供、来館者に対する市内産業
や観光情報の提供、また、中小企業等が抱える経営課題の解決及び売上力向上に向けた伴走型ビジネス
コンサルティングを実施しています。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 施設毎の利用状況                          （ ）内は稼働率 

開所日数 

利 用 人 数 

合 計 産業・観光情報 
サテライト 

異業種交流 
スペース 

多目的スペース 

360日 
1,652人 
(100％) 

16,330人 
(49.1％) 

16,288人 
(47.4％) 

 34,270人 
(52.2％) 

 
２ 指定管理業務 
(1) 総合案内業務 
(2) 貸室管理業務 
(3) 若年者就職相談業務 
(4) 就労支援業務 
(5) 離職者支援総合相談業務 
(6) 職相談業務 
(7) 経営支援業務 
(8) ビジネスサポートセンター業務 
 
３ 指定管理者実施事業 
(1) 産業振興事業 8事業 延べ 4,116 人参加 
  うちビジネスサポートセンター業務  266 事業者 1,381 件 

(2) 労働振興事業  5 事業 696 人参加 
(3) 産業観光イベント事業 6事業 2,458 人参加 

予 算 現 額 95,699,000 円 決 算 額 86,831,735 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 8,867,265 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 106,191,279 円 地 方 債  

増 減 額 △19,359,544 円 そ の 他  

増 減 率 △ 18.23% 一 般 財 源 86,831,735 円 
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７款 １項 ２目 商工振興費 

商業支援事業 

  （商業観光課） 決算事項別明細書 259 ページ 

 

＜目的＞ 
商店街等の施設維持や共同売り出しなどのイベントを支援し、安全で魅力的な商店街を形成すること

で、集客力を向上させ、商業活動の活性化を図ります。 
 
＜内容＞ 
 各商店会などが自主的に行っている共同施設の修繕・整備や共同売り出しなどのイベント、また、街
路灯電気料に関し、その費用の 1/2 以内の額を補助します。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 商店街活性化推進事業費補助金 
 商店会が自主的に行う販売促進事業に対し、対象経費の 50 パーセント以内を補助しました。 
5 団体 1,927,000 円 

 
２ 商店街共同施設管理運営事業補助金  
(1) 来客用駐車場 

商店街共同施設を適正に維持するため、来客用駐車場の年間地代の 50パーセントを補助しました。 
2 団体 1,110,000 円 

(2) 共同施設等修繕 
商店街共同施設を適正に維持するため、街路灯等の修繕費の 50パーセントを補助しました。 
3 団体 717,000 円（LED 化） 

   2 団体 1,188,000 円（街路灯交換等） 
 
３ 商店街街路灯等電気料補助金 

商店街共同施設の適正管理を支援するため、商店会等が管理する街路灯電気料の 50 パーセントを補
助しました。 

17 団体 1,577,000 円 
 
４ 中枢拠点活性化事業補助金 
  中枢拠点や地域拠点における商業の活性化を推進するため、市民団体等が実施する事業に対して、
費用の一部を補助しました。 

   2 団体 2,000,000 円 
 

  

予 算 現 額 9,223,000 円 決 算 額 8,541,275 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 681,725 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 7,473,898 円 地 方 債  

増 減 額 1,067,377 円 そ の 他  

増 減 率 14.28% 一 般 財 源 8,541,275 円 
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７款 １項 ２目 商工振興費 

モノづくり企業支援事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 259 ページ 

 
＜目的＞ 
 製造業をはじめとした市内企業の PR、雇用確保、さらには技術的支援等を通じて、企業の継続的な稼
ぐ力の強化を図ります。 
 
＜内容＞ 
 情報冊子、Web サイトの作成、イベントの実施を通して、市内企業の製品・技術を PR し、人材確保及
び企業活動を支援していきます。また、企業が抱える様々な経営課題の解決を図るため、関係機関と連
携し指導・助言・情報提供などを行うほか、外部専門家活用のための補助金を交付します。 
 
＜実績・成果等＞  

１ モノづくり企業 PRサイト 「本物づくりのまち 狭山」 
（1） 閲覧件数  21,925 件 
（2） 登録企業数 229 社 
２ イベント 
（1） サヤマ・ジョブマーケット in 狭山工業高校 

ア 日  時  令和 6年 3月 13 日（水） 
イ 会  場  埼玉県立狭山工業高等学校 
ウ 参加企業  20 社 
エ 参 加 者  352 人 

（2） 企業見学 WEEK 

  ア 日  時  令和 6年 3月 25 日（月）から 3月 29日（金）まで 

  イ 会  場  市内企業の各事業所 

  ウ 参加企業  18 社 

  エ 参 加 者  59 人 
（3） 本物づくりのまち狭山企業合同就職面接会 

ア 日  時  令和 5年 10 月 23 日（月） 
イ 会  場  狭山市市民交流センター コミュニティホール 
ウ 参加企業  15 社 
エ 参 加 者  103 人 
オ 就 職 者   11 人 

３ 研究開発支援 

首都圏産業活性化協会に中小企業経営支援相談業務委託を行い、主にさやまインキュベーションセ

ンター21に入居する事業者等への新製品の研究開発等に係る支援を実施 

  相談・指導回数 25 件 

４ 中小企業等専門家活用補助金 

区分 交付件数 金 額 

DX・GX 1 件 450,000 円 

ダイバーシティ経営   0   0 

予 算 現 額 4,163,000 円 決 算 額 1,890,700 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 2,272,300 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額  地 方 債  

増 減 額 1,890,700 円 そ の 他  

増 減 率 皆増 一 般 財 源 1,890,700 円 
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７款 １項 ３目 観光費 

入間川とことん活用事業 

  （商業観光課） 決算事項別明細書 261 ページ 

 

＜目的＞ 
 入間川左岸（新富士見橋と昭代橋の間）に位置する「入間川にこにこテラス」において、賑わいの創出
及び公園の維持管理を図ります。 
 
＜内容＞ 
 入間川にこにこテラスを安心・安全・快適に利用できるように、施設管理、除草等の環境整備を行う
とともに、官民が連携して、ソフト事業を実施します。 
 
＜実績・成果等＞  

入間川にこにこテラス活性化事業の実施 

入間川にこにこテラスにおける課題の抽出やニーズを把握することを目的として事業を実施し

ました。 

・実施期間   令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31 日まで 

・来 客 数      8,342 人  ※来客数はレジ客数から算出 

 

  

予 算 現 額 15,370,000 円 決 算 額 14,610,648 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 759,352 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 13,114,617 円 地 方 債  

増 減 額 1,496,031 円 そ の 他  

増 減 率 11.41% 一 般 財 源 14,610,648 円 
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７款 １項 ３目 観光費 

観光振興事業 

  （商業観光課） 決算事項別明細書 261 ページ 

 

＜目的＞ 
 本市の魅力向上のため、地域の観光資源を有効活用し、各種観光事業を推進することにより、市民の郷
土愛の醸成を図るとともに交流人口の増加を目指します。 
 
＜内容＞ 
 狭山市観光協会が行う観光振興事業(狭山市入間川七夕まつり等)に対して、その事業費の一部を補助
します。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 狭山市観光協会に対する補助 
本市の観光事業を総合的に推進する組織である狭山市観光協会に対し、補助金を交付し、活動を支

援しました。また、狭山市観光協会と連携し、ホームページ等を通して観光情報の提供と PRを行いま
した。 

 
 観光協会実施事業（一部） 

(1) 桜まつり 
(2) 狭山市駅西口市民広場イルミネーション点灯事業 
(3) 早春の狭山ウォーク 
(4) ニジマス釣り 
 

２ 狭山市入間川七夕まつり 
  歴史と伝統ある狭山市入間川七夕まつりは、地元商店街及び事業所並びに各種団体等の協力のもと、 
 令和 5年 7月 29 日（土）、7月 30日（日）の 2日間開催されました。 
 
飾り出展数 

  竹飾り：62 本   やらい飾り：48 本   合計：110 本 

 

 

 

予 算 現 額 21,772,000 円 決 算 額 21,751,594 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 20,406 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 29,797,214 円 地 方 債  

増 減 額 △8,045,620 円 そ の 他  

増 減 率 △ 27.00% 一 般 財 源 21,751,594 円 


